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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第３四半期
連結累計期間

第60期
第３四半期
連結累計期間

第59期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高 （千円） 8,079,064 8,162,768 12,686,191

経常利益 （千円） 46,226 31,734 341,848

四半期（当期）純利益 （千円） 13,142 2,402 166,983

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 57,747 53,166 196,901

純資産額 （千円） 5,868,613 6,024,687 6,014,064

総資産額 （千円） 15,079,528 14,980,062 16,214,365

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 0.90 0.16 11.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.9 40.2 37.1

 

回次
第59期

第３四半期
連結会計期間

第60期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.70 4.03

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の推し進める経済、財政政策を背景に企業業績や雇用情

勢の改善が見られた一方、消費増税後の個人消費の停滞が持続するとともに、建設業を中心とした人手不足問題な

どの企業業績への影響が懸念されるなど、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。

　このような状況のもと、当社グループ（当社および子会社）は、販売部門においては、各支店の「営業推進部」

を主体に、役所・コンサルへの提案や設計折込活動を強化し受注の拡大に努めるとともに、市場規模の大きい東日

本での事業展開を図るべく、土木資材事業部を東京に移転させたことで、さらなる仕様化の推進と受注の拡大に繋

げる体制づくりを推し進めてまいりました。生産部門においては、生産の効率化を推し進めたものの、原材料など

の高騰による影響を受けました。

　当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、東北地区の復興工事などはあったものの、公共工事において

入札不調に伴う発注遅延や人手不足による着工の遅れが生じるなど厳しい状況で推移するとともに、物流コストの

上昇などにより、売上高は81億62百万円（前年同期比1.0％増）、営業損失は３百万円（前年同四半期は23百万円

の利益）、経常利益は31百万円（前年同期比31.4％減）、四半期純利益は２百万円（同81.7％減）となりました。

　セグメント別の業績は以下に記載のとおりです。

 

（土木資材事業）

　道路を始めとするインフラの老朽化対策やメンテナンス事業の予算増大を背景に、主力のボックスカルバート

が東北地区の復興工事を中心に売上を伸ばしたほか、道路用製品も堅調に推移したことから、当セグメントの売

上高は50億28百万円（前年同期比7.1％増）、当セグメント利益は59百万円（同29.6％減）となりました。

 

（景観資材事業）

　擬石などのファニチュア関連製品は好調を維持したものの、主力の舗装材であるバリアフリータイプや透水・

保水タイプの製品は、公共工事における入札不調に伴う発注遅延や人手不足などによる着工の遅れの影響を受け

たことにより、当セグメントの売上高は21億97百万円（前年同期比7.8％減）、当セグメント損失は81百万円

（前年同四半期は72百万円の損失）となりました。

 

（エクステリア事業）

　主力のガーデン関連製品は、品揃えやハウスメーカーへの販路拡大などの対策により堅調であったものの、そ

の他の製品は、住宅関連市場における消費増税後の新設住宅着工戸数の減少や個人消費の低迷、天候不順などの

影響を受け、当セグメントの売上高は９億37百万円（前年同期比6.6％減）、当セグメント利益は18百万円（同

63.8％増）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は59百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,321,000 15,321,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は1,000

株であります。

計 15,321,000 15,321,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年12月31日 － 15,321,000 － 2,019,800 － 505,000

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（注）２

普通株式

736,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

14,491,000
14,491 －

単元未満株式
普通株式

94,000
－

１単元（1,000株）未満の

株式

発行済株式総数 15,321,000 － －

総株主の議決権 － 14,491 －

（注）１　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

２　「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本興業株式会社

香川県さぬき市志度

4614番地13
736,000 － 736,000 4.80

計 － 736,000 － 736,000 4.80

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 895,098 932,089

受取手形及び売掛金 5,802,907 3,991,209

電子記録債権 － 169,817

商品及び製品 1,123,206 1,436,755

仕掛品 61,110 63,718

未成工事支出金 4,667 36,236

原材料及び貯蔵品 207,311 216,985

繰延税金資産 51,215 59,391

その他 63,626 114,083

貸倒引当金 △13,623 △10,624

流動資産合計 8,195,522 7,009,661

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,342,762 1,269,893

土地 4,914,600 4,894,539

その他（純額） 948,388 948,171

有形固定資産合計 7,205,751 7,112,604

無形固定資産 190,664 201,441

投資その他の資産   

投資有価証券 447,715 527,573

繰延税金資産 83,109 36,546

その他 137,694 133,478

貸倒引当金 △46,092 △41,243

投資その他の資産合計 622,427 656,355

固定資産合計 8,018,843 7,970,401

資産合計 16,214,365 14,980,062

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,390,548 1,819,366

電子記録債務 － 728,836

短期借入金 4,853,928 4,479,792

未払法人税等 138,061 592

未払消費税等 55,536 50,167

未払費用 100,228 146,344

賞与引当金 99,806 47,592

役員賞与引当金 5,400 －

その他 418,834 396,384

流動負債合計 9,062,344 7,669,077

固定負債   

長期借入金 671,197 851,797

退職給付に係る負債 230,510 182,544

その他 236,248 251,957

固定負債合計 1,137,956 1,286,298

負債合計 10,200,300 8,955,375
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,019,800 2,019,800

資本剰余金 2,016,609 2,016,609

利益剰余金 1,939,239 1,899,360

自己株式 △73,950 △74,211

株主資本合計 5,901,699 5,861,558

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 105,982 157,732

退職給付に係る調整累計額 6,382 5,396

その他の包括利益累計額合計 112,365 163,128

純資産合計 6,014,064 6,024,687

負債純資産合計 16,214,365 14,980,062
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 ※１ 8,079,064 ※１ 8,162,768

売上原価 ※２ 6,748,215 ※２ 6,892,620

売上総利益 1,330,848 1,270,148

販売費及び一般管理費 1,307,496 1,273,232

営業利益又は営業損失（△） 23,352 △3,084

営業外収益   

受取配当金 9,109 9,113

受取賃貸料 15,197 17,763

工業所有権実施許諾料 27,854 16,100

雑収入 11,181 29,187

営業外収益合計 63,343 72,165

営業外費用   

支払利息 27,649 25,937

賃貸費用 6,593 6,305

雑損失 6,226 5,104

営業外費用合計 40,469 37,347

経常利益 46,226 31,734

特別利益   

固定資産売却益 － 724

特別利益合計 － 724

特別損失   

固定資産売却損 － 3,311

固定資産除却損 － 4,907

減損損失 9,615 －

特別損失合計 9,615 8,218

税金等調整前四半期純利益 36,611 24,239

法人税、住民税及び事業税 28,359 19,810

法人税等調整額 △4,890 2,026

法人税等合計 23,469 21,836

少数株主損益調整前四半期純利益 13,142 2,402

四半期純利益 13,142 2,402
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 13,142 2,402

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 44,605 51,749

退職給付に係る調整額 － △986

その他の包括利益合計 44,605 50,763

四半期包括利益 57,747 53,166

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 57,747 53,166

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、退職給付の支

払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しておりま

す。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が24,856千円減少し、利益剰余金が

16,061千円増加しております。なお、当該変更に伴う損益に与える影響額は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　四半期連結会計期間末日の満期手形等の会計処理

　当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

　当第３四半期連結会計期間末日満期手形等の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －千円 308,681千円

電子記録債権 － 4,333

支払手形 － 359,817

電子記録債務 － 138,324

その他（設備関係支払手形、

設備関係電子記録債務）
－ 9,892

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

※１　売上の季節的変動について

　当社グループでは、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計期間

の売上高と比べ著しく高くなっており、第１四半期から第３四半期までの各四半期連結会計期間と第４四半

期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

 

※２　当社グループ製・商品は重量物であり、運賃コストの占める割合が大きく、かつ契約は得意先現地渡が大

部分であるため、運賃は売上原価に計上しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

減価償却費 269,016千円 269,658千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月26日

取締役会
普通株式 29,172 2.00 平成25年３月31日 平成25年６月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月25日

取締役会
普通株式 58,344 4.00 平成26年３月31日 平成26年６月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 土木資材事業 景観資材事業

エクステリア
事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 4,693,497 2,382,670 1,002,896 8,079,064 － 8,079,064

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 6,304 － 6,304 △6,304 －

計 4,693,497 2,388,974 1,002,896 8,085,369 △6,304 8,079,064

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
84,351 △72,873 11,422 22,900 452 23,352

（注）１　セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額452千円は、セグメント間取引消去額であります。

２　セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額

（注） 土木資材事業 景観資材事業
エクステリア

事業
合計

売上高       

外部顧客への売上高 5,028,493 2,197,176 937,098 8,162,768 － 8,162,768

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 3,369 － 3,369 △3,369 －

計 5,028,493 2,200,546 937,098 8,166,138 △3,369 8,162,768

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
59,402 △81,195 18,708 △3,084 － △3,084

（注） セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額  0円90銭 0円16銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額 （千円） 13,142 2,402

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額 （千円） 13,142 2,402

普通株式の期中平均株式数 （株） 14,586,654 14,585,273

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月６日

日本興業株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　　田　　　　　明　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 久　　保　　誉　　一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本興業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本興業株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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